
都市の低炭素化の促進に関する法律案

○東日本大震災を契機とするエネルギー需給の変化や国民のエネルギー・地球温暖化に
関する意識の高揚等を踏まえ、市街化区域等における民間投資の促進を通じて、都市
・交通の低炭素化・エネルギー利用の合理化などの成功事例を蓄積し、その普及を図
るとともに 住宅市場 地域経済 活性化を図る とが重要

背 景

● 基本方針の策定（国土交通大臣、環境大臣、経済産業大臣）

法案の概要

● 民間等の低炭素建築物の認定

るとともに、住宅市場・地域経済の活性化を図ることが重要

【認定低炭素住宅に係る所得税等の軽減】 【認定のイメージ】
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低炭素化に資する設備（蓄電池、蓄熱槽等）について通常
の建築物の床面積を超える部分

等

【容積率の不算入】

太陽光発電パネル

＋

高効率給湯器

○バス路線やＬＲＴ等の整備、共同輸配送の実施
バス・鉄道等の各事業法の手続特例

公共交通機関の利用促進等
都市機能の集約化

○病院・福祉施設、共同住宅等の集約整備
民間事業の認定制度の創設

○民間等による集約駐車施設の整備

● 低炭素まちづくり計画の策定（市町村）

※ 協議・調整を行う低炭素まちづくり協議会（地方公共団体、民間事業者等）を設置可能

バス・鉄道等の各事業法の手続特例
○自動車に関するＣＯ２の排出抑制

建築物の新築等時の駐車施設附置義務の特例
○歩いて暮らせるまちづくり

（歩道・自転車道の整備、バリアフリー化等）

○ＮＰＯ等による緑地の保全及び緑化の推進
樹林地等に係る管理協定制度の拡充

○未利用下水熱の活用 民間の下水の取水許可特例
○都市公園・港湾隣接地域での太陽光発電、蓄電池等の設置

占用許可の特例

緑・エネルギーの面的管理・利用の促進

○民間等の先導的な低炭素建築物・
住宅の整備

建築物の低炭素化
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都市機能の集約化

集約都市開発事業の認定制度

社会資本整備総合交付金で支援（国費率：１／３等）

共同住宅

医療施設等

市町村長の認定

（基準）

社会資本整備総合交付金で支援（国費率：１／３等）

保育所

医療施設等

店舗

歩道の整備

停留所の

（基準）
・低炭素建築物の認定基準
・交通流の減少
・敷地の緑化 等

建築物の調査 設計停留所の
整備

民間事業者

建築物の調査・設計、
上下水道・ガス・電気施
設・空地・共用通行部
分等の整備

○一定規模以上の建築物の新築・増築等をする際の駐車施設の設置

駐車場法の特例

駐車場法（現行）
駐車場法の特例

以下の３パターンの条例が制定可能に
① 集約駐車施設内に設置させる
② 建築物の敷地内に設置させる（現行）
③ ①か②のどちらかに設置させる

駐車場法（現行）

条例に基づき当該建築物の敷地内に駐車
施設を設置

〔イメージ〕

③ ①か②のどちらかに設置させる



公共交通機関の利用促進等

自動車の分担率は年々増加しているのに対し、
徒歩 バ 分担率 低

■公共交通機関の利便増進・貨物運送の共同化代表交通手段利用率の推移
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徒歩やバスの分担率は低下 ○バス路線の新設・変更や鉄道・ＬＲＴの整備、物流事業者による共同での輸配
送の実施等の事業について、実施計画の認定制度を創設し、道路運送法など各
事業法による許認可等の特例を設けることにより、まちづくりと連携した公共
交通機関の利用促進や貨物の運送の合理化を推進。
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バス事業の例 国土交通大臣の認定
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出典：平成19年5月「都市における人の動き

・市町村を経由して認定申請
・市町村は意見を付して送付

市町村 バス事業者

道路運送法による認可等
があったものとみなす

トラックを利用した出荷件数は増加傾向にある一
方 1件あたりのロ トは減少傾向（少量多頻度輸

トラックを利用した出荷件数とロットの推移

-平成17年全国都市交通特性調査の結果から-」

低炭素まちづくり
計画の作成

事業の実施道路運送利便増進
実施計画の作成

市町村 バス事業者

方、1件あたりのロットは減少傾向（少量多頻度輸
送の進展）

自家用トラック利用 営業用トラック利用

・計画には路線の新設や運行回数の増加など
幅広く記載

・作成にあたっては市町村の意見聴取

・バス事業者を含む
協議会において議論

■自動車に関するＣＯ２の排出抑制

○低炭素まちづくり計画には、自動車に係るＣＯ２の

※ロット：生産や出荷の単位としての、同一製品の集まり。

排出の抑制の促進に関する事項を記載。

○市町村は、環境の整備（電気自動車の充電インフラの整備等）、情報の提供・
助言（エコドライブ講習会等）などにより支援。



緑地の保全及び緑化の推進に関する特例

樹林地等の所有者の管理負担を軽減
緑地の管理等を担う
身近な団体の確保

○緑は、CO2の唯一の吸収源

低炭素まちづくり計画の計画区域内の
樹林地等を管理協定制度の対象に追加

都道府県知事に限られている緑地管理
機構の指定権者に市町村長を追加

○緑は、CO2の唯 の吸収源

太陽光太陽光

ＣＯ２

酸素

水分

酸素

※緑地管理機構：

ＮＰＯ法人や一般財団法人等が、都道府県知事
から緑地管理機構として指定を受け、緑地の保

※管理協定：

地方公共団体又は緑地管理機構が、土地所有者
等と協定を結び所有者に代わって緑地の管理を

公益財団法人東京都公園協会、財団法人
せたがやトラストまちづくり等計5団体
が指定（平成23年1月末現在）

現行管理協定制度は、特別緑地保全地区
等内の緑地に限定

水分 から緑地管理機構として指定を受け、緑地の保
全や緑化の推進を行う制度

等と協定を結び所有者に代わって緑地の管理を
行う制度

が指定（平成23年1月末現在）



未利用エネルギーの利用の促進等

下水熱のポテンシャル下水道法の特例

・大気に比べ冬は暖かく、夏は冷たい
・都市内に安定的かつ豊富に存在

［℃］

商業施設

病院

商業施設

事務所ビル

ホテル事務所ビル

［月］

・未利用エネルギーを活用した地域冷暖房にすると、
通常の地域冷暖房に比べ約１割の省CO2・省エネ効果

通常の地域冷暖房
（空冷式のヒートポンプ）

90.1％

約１割

図 エネルギー使用量（建物別冷暖房＝100）

下水熱を利用するため、民間事業者が許
可を受け、下水道の排水施設に接続設備
を設け 水を 水する とが 能に

0 50 100
（出典：平成１９年度経済産業省資源エネルギー庁調査）

未利用エネルギー
活用の地域冷暖房 79.4％

約１割
削減 を設け、下水を取水することが可能に

施設の例

都市公園・港湾における占用許可の特例

※太陽光パネル等の設置について あらかじめ

※２年以内に
占用許可申請

都市公園の駐車場の覆屋に太陽光パネルを設置

技術的基準に適合する限り、
占用の許可を義務づけ

計画の策定・公表
※太陽光パネル等の設置について、あらかじめ、
・市町村が民間事業者と協議
・市町村が管理者の同意を取得
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都市の低炭素化の促進に関する法律案概要
※国土交通省、環境省、経済産業省の共管

（１）目的
社会経済活動等に伴って発生する二酸化炭素の相当部分が都市において発生

しているものであることに鑑み、基本方針の策定について定めるとともに、低
炭素まちづくり計画の作成及びこれに基づく特別の措置並びに低炭素建築物の
普及の促進のための措置を講ずることにより、地球温暖化対策の推進に関する
法律と相まって、都市の低炭素化の促進を図り、もって都市の健全な発展に寄
与することを目的とする。

（２）国の責務等
① 国は、市街地の整備改善、住宅の整備その他の都市機能の維持又は増進を

図るための事業に係る施策を講ずるに当たっては、都市機能の集約が図られ
るよう配慮し、都市の低炭素化に資するよう努めなければならないこと等と
する。

② 国、地方公共団体、事業者は、都市の低炭素化の促進に関する施策を策定、
実施する責務、協力する責務等を有することとする。

（３）都市の低炭素化の促進に関する基本方針の策定
① 主務大臣（国土交通大臣、環境大臣、経済産業大臣）は、都市の低炭素化

を促進するため、低炭素まちづくり計画の作成に関する基本的事項、低炭素
建築物の普及の促進に関する基本的事項等を内容とする都市の低炭素化の促
進に関する基本方針（以下「基本方針」）を定めなければならないこととす
る。

② 主務大臣は、基本方針を定めようとするときは、関係行政機関の長に協議
しなければならないこととする。

（４）低炭素建築物新築等計画の認定
① 市街化区域等において、建築物の新築等をしようとする者は、低炭素建築

物新築等計画を作成し、所管行政庁（市町村長又は都道府県知事）の認定を
申請することができることとする。

② 所管行政庁は、低炭素建築物新築等計画が建築物の低炭素化に関し誘導す
べき基準等に適合すると認めるときは、その認定をすることができることと
する。

③ ①の認定に係る建築物の床面積のうち、低炭素化に資する設備（蓄電池、
蓄熱槽等）について通常の建築物の床面積を超える部分を、容積率の算定の
基礎となる延べ面積に算入しないこととする。

（５）低炭素まちづくり計画の作成
① 市町村は、単独で又は共同して、市街化区域等において、基本方針に基づ

き、
ア 対象となる区域
イ 都市機能の集約化、公共交通機関の利用促進、緑地保全等に関する事項
ウ 計画期間
等を内容とする低炭素まちづくり計画を策定することができることとする。

② 市町村は、低炭素まちづくり計画の作成に関する協議及び実施に係る連絡
調整を行うため、低炭素まちづくり協議会（市町村、ＮＰＯ、事業者、学識
経験者等）を組織することができることとする。
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③ 低炭素まちづくり計画に係る以下の特例を創設することとする。
ア 集約都市開発事業の認定制度の創設

集約都市開発事業（病院、共同住宅その他多数の者が利用する建築物及
びその敷地の整備等に関する事業で、都市機能の集約を図るための拠点の
形成に資するもの）を市町村長が認定する制度を創設し、所要の支援措置
を講ずる。

イ 駐車場法の特例
駐車機能集約区域内において建築物の新築等を行おうとする者に対し、

集約駐車施設内に駐車施設を設けなければならない旨等を条例で定めるこ
とができることとする。

ウ 公共交通の利用促進・貨物の運送の合理化に係る特例
ⅰ）道路運送法、鉄道事業法、軌道法、貨物利用運送事業法等の特例

都市機能の集約化に関連して行われる一般乗合旅客自動車運送事業の
路線新設等について、事業者が、国土交通大臣の認定を受けた場合は、
道路運送法による事業計画の変更の認可等があったものとみなすことと
する。

ⅱ）共通乗車船券に係る特例
運送事業者は、低炭素まちづくり計画の区域に来訪する旅客等を対象

とする共通乗車船券に係る運賃等の割引について、共同して国土交通大
臣に届け出ることができ、これにより関係法令による届出があったもの
とみなすこととする。

エ 緑地の保全・緑化の推進に関する特例
ⅰ）樹木等管理協定制度

市町村又は緑地管理機構は、樹木保全推進区域内の樹木・樹林地の所
有者等と樹木等管理協定を締結し、樹木等の管理を行うことができるこ
ととする。

ⅱ）特定緑地管理機構の指定
市町村長は、緑地保全・緑化推進を図ることを目的とするＮＰＯ等を、

特定緑地管理機構として指定することができることとする。
オ 下水道法の特例

下水を熱源とする熱を熱供給に利用するための下水道の排水施設からの
下水の取水に係る許可等の下水道法の特例を講ずる。

カ 都市公園、港湾の占用の許可の特例
都市公園、港湾における非化石エネルギー利用施設等（太陽光発電設備、

蓄電池等）の整備に係る占用については、許可を与えることとする。
キ 既存建築物の所有者等への援助

市町村は、計画区域内の既存建築物につき、建築物の低炭素化を促進す
るため、その所有者等に対し、情報の提供や助言等の必要な援助を行うよ
う努めるものとする。

ク 自動車の使用者等への援助
市町村は、自動車の運行に伴い発生する二酸化炭素の排出の抑制を促進

するため、自動車の使用者等に対し、環境の整備、情報の提供や助言等の
必要な援助を行うよう努めるものとする。

（６）その他
施行後５年を経過した場合において、この法律の施行状況について検討を加

え、その結果に基づいて必要な措置を講ずるものとする。




